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世代論と気を付けるべきこと

日本は、少子高齢化、災害の頻発、政府債務の増加
など、社会の持続性が危ぶまれるような課題に直面し
ている。日本以外の国でも、グローバル化やＡＩ革命に
より、人々の雇用や文化や社会規範が大きく変化し、
世代間のギャップや対立への注目は高まる傾向にあ
る。そのため、世代間の公正／公平や、合意形成をどう
確保するのかがこれまで以上に重要となる。

新人類、就職氷河期世代、ゆとり世代、Ｚ世代など、
いわゆる「世代論」の多くは「若者論」として登場する。

日本における「若者論」の登場と流行についてレ
ビューした古市憲寿（2015）は、社会問題を分析する
主要概念として階級や地域差が用いられた時代が終
わり、「一億総中流社会」という認識が広がるとともに、
世代（コーホート）が分析概念として用いられるようにな
り、アカデミズムやジャーナリズムにおいて「若者」に注
目し、その生態や価値観から社会の変化を捉える「若
者論」が流行したと指摘する。そのうえで、貧困や社会
的格差が拡大しているにもかかわらず、「階級論を組み
込まずに世代論が語られ続けることが日本の若者論の
特徴と言ってもいい」と述べる（古市 2015:44）。

この結果、日本の「若者論」や「世代間格差」論では、
ときに世代や年齢層の同質性あるいは集団間の差を
過度に見積もり、それをもとに社会課題への処方箋を
提示するような乱暴な議論も見受けられる。しかし、正
確な現状把握を行うためには年齢・時代・世代の効果
を区別することや、世代や年齢とその他の社会的属性
との交差性を考慮した分析方法が求められるだろう
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（古市 2015；松本 2020）。
昨今は、すでに中年期に差し掛かった就職氷河期

世代に関する議論も目を引く。この世代が直面する苦
境については多くの議論がなされてきたが、世代内の
差異にも注目する必要がある。統計データを用いて、
雇用、所得、家族形成等に関する世代とそれ以外の
属性による影響を検証した近藤絢子『就職氷河期世
代』（2024）では、就職氷河期世代といっても前期世代

（93-98年卒）と後期世代（99-04年卒）でかなり差があ
ること、就職状況が改善したとされる氷河期以降の世
代でも氷河期前期世代と同レベルの雇用の不安定化、
年収低下がみられること（つまり氷河期世代だけの問題

ではないこと）、その反面、氷河期後期世代では、女性が
40歳までに子どもを産む率が氷河期の少し前の世代
より高く、既婚女性の就業率・正規雇用率も上昇して
いることが示されている。一方、同一世代内の所得格
差の広がり、とくに低所得者や無業者等の増加や、地
域差の影響も見出されている。近藤は、社会課題への
政策的対応を検討する前提として、データに基づく客
観的な現状把握の重要性を主張している。

シルバー民主主義論と合意形成

政治における世代間対立論は２つの「格差」の組み
合わせとして論じられる。第一に、税制・社会保障制度
における世代間の不公平である。人口構造の急激な変
化により、生涯を通じた受益と負担のバランスが、その
人が「生まれた年」、つまり世代によって異なるという
問題である。「世代会計」という手法を用いて世代間の
負担と受益の格差が示され、それを根拠として世代間

対立を煽るようなメッセージは分かりやすい。しかし、
たとえば後に生まれた世代ほど初任給が高かったり、
親からの贈与や相続が多かったり、親への仕送りや介
護負担が減る等の傾向もあるとすると、「生涯収支」を
どう算出するかによって世代間の不公平や格差の捉え
方は変化するだろう（厚生労働省ウェブサイト）。

第二の格差とは、投票参加における加齢効果と年
齢階層別の人口比率の差により、世代ごとの有権者の
選好が政策に及ぼす影響力に差がある（高齢者の選好

ばかりが政策選択において優先される）という説、すなわち
「シルバー民主主義論」である。つまり、上記のような
税と社会保障における世代間格差が是正されないの
は、高齢者世代が自分たちの利益を（現役世代の犠牲の

もとに）優先し、高齢者世代の人口比率と投票率が高
く、その結果、政策決定者（政治家）が高齢者を優先す
る政策を採用するから、という議論である。

第一の税制・社会保障制度における格差は難問で
はあるものの、専門的な観点からどのような制度デザ
インが選択肢として存在するかを示した後に、現在世
代だけでなくこれから誕生する将来世代も含めて公
平・公正な制度とは何かについての冷静な議論が必要
である。一方、第二のシルバー民主主義論のほうは、明
確なエビデンスに乏しいという指摘が政治学者の吉田
徹からなされている（吉田 2023）。たとえば、高齢者が
社会保障の持続性を顧みずに利己的に投票している
のか、高齢者の投票率が高まると高齢者給付を増加
する政策が採用されるのかは明らかではない。また、た
とえ若者・現役世代が保育や教育に関する政府支出
の拡大や減税を期待するとしても、（自分の親・祖父母世

代が恩恵を受けている）高齢者向けサービスや年金の削
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減を望むかどうかはまた別問題であろう。さらにこの議
論では、世代集団の均質性が前提とされており、世代
集団内の差は考慮されていないことが多い。世代より
も性別、学歴、所得、経済的ゆとり感といった社会経済
変数が政策選好に影響を与えているという研究もある

（小田 2014）。
シルバー民主主義論は根拠に乏しいだけでなく、

対話や熟議を軽視していることも懸念される（吉田 

2020）。政府債務の累増により、現在世代以上に、将来
世代の負担が過大になることが予想される。物価上昇
もあり、参議院選挙が近づくなかで減税議論が勢いを
増しているが、将来世代の利益も含めて財源について
の合意形成に正面から取り組む必要がある。

このような問題意識をもとに、本特集においては、乱
暴な世代論への警鐘を踏まえつつ、年齢や世代ごとの
特徴や差異、それによる政治・社会への影響や、（将来

世代の利益も考慮した）制度デザインや合意形成の仕組
みを考えていくヒントを得たいと考え、各分野の専門家

にご寄稿いただいた。持続可能な社会に向けた議論を
進めていく契機としたい。■
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はじめに

2021年、「親ガチャ」という言葉がユーキャン新
語・流行語大賞にノミネートされ（株式会社ユーキャ

ン 2021）、また大辞泉新語大賞に選ばれた（小学

館 2021）。これは、親や生まれ育った家庭を子ども
は選べないが、そうした親や家庭の状況が人生を
左右するということを、ガチャ（カプセルトイの販売機
もしくは携帯電話のゲームでランダムにアイテムを獲得す

る仕組み）にたとえて表現した言葉である。この「親
ガチャ」という言葉が流行した要因の一つには、本
人の努力に価値をおく「努力主義」の衰退と、本人
の努力では生まれや育ちの影響を覆しがたいとい
う考えに対する人々の支持が考えられる。

本稿では、以上のような「努力主義」の衰退につ
いて論じた寺地（2025）の内容の一部を概略的に
紹介したうえで、「親ガチャ」の時代を生きる若者の
現状について、考察してみたい。

平成時代30年間を通じた変化

寺地（2025）ではまず、平成時代の約30年間を
経て「努力主義」に対する支持がどのように変わっ
てきたのか、以下のように確認している。

日本社会において、本人の努力が成功につなが
るという価値観に対する疑義は、最近に始まったこ
とではない。例えば、2000年代になってからの格
差社会論の盛り上がり、そしてロスジェネ世代の若
者の貧困・労働問題に対する世間の注目は、本人
の努力だけではどうしようもしがたい構造的な問題
あるいは環境的な要因を無視できないという理解
を、一定程度、日本社会に形成したといえよう。

ここで留意したいのは、現在の令和の「親ガ
チャ」論に比べて2000年代は、構造的な問題への
対応の前提に、努力することへの支持や努力できる
環境の獲得が多少なりとも想定されていたという
点である。2000年代は、昭和的な努力主義は支
持されないとしても、「ハイテンションな自己啓発」の
ような躁状態と「宿命論」への陥落という鬱状態を
行き来しつつであるが（鈴木 2005）、やりたいことに
向かい自分自身が邁進すること自体は支持されて
いた。一方で2020年代の今日、「ハック」（システム

を逆用したり効率化するテクニック）、「コスパ」（費用対

効果）、「チート」（いかさま、ずる）という言葉が説得力
をもつ（朝日新聞 2024）。コツコツ積み上げる努力よ
りも要領の良さや効率が支持され、結果として成果

「努力主義」の衰退と「親ガチャ」

寺地　幹人
茨城大学人文社会科学野准教授

てらち　みきと
東京大学大学院総合文化研究科博士課程単位取得退学。
修士（学術）。専門分野は、社会学。国際大学 GLOCOM
研究員／助教、茨城大学人文学部・人文社会科学部講師
を経て現職。
著書に『リフレクシブ・ライブズ』（2025 年・近刊、勁
草書房、分担）『「最近の大学生」の社会学』（2024 年、
ナカニシヤ出版、共著）、『現代若者の幸福』（2016 年、
恒星社厚生閣、分担）など。
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と報酬が得られれば、自分自身で何かを成し遂げ
ることは重要ではない。

もう1点、2000年代の格差社会論の困難と「親
ガチャ」時代に語られる苦境の違いには、社会の個
人化の問題がかかわると考えられる。格差社会論
においては「勝ち組」と「負け組」の分断が問題視さ
れたが、それは「組」という集団の間の格差である。
一方で「親ガチャ」は、その言葉の由来であるゲー
ムのガチャがスマホの画面に一人で向き合って引
くものであるように、個々人の生育環境や家庭の内
部で生じる問題を表す語彙として想定される。例え
ば、虐待・DVや毒親といった問題は、家庭の外か
らは見えにくいことやそれへの介入の難しさに特徴
がある。そして、このような自らの苦境について「自分
だけが抱える問題ではないかもしれない」という想
像力を個々人がもちにくいことが、社会の個人化に
起因する課題の一つだといえよう。

ファーロングとカートメル（2007=2009）は、個
人主義的価値観の浮上の中で階級などの社会
構造が見えにくくなった結果、「人々は、社会や世
界が予測不可能で危険に満ちたものとなり、それ
はひとえに個人レベルでしか克服していけないか
のようにみなすようになる」（Furlong and Cartmel 

2007=2009: 12）と述べる。個人化の進展に伴う課
題の一つは、本人の努力だけではどうしようもしが
たい状況への対応が個人の内側に向いてしまうこ
とをいかに克服するかということだと、考えられる。

データで確認する「努力主義」の衰退

以上のような変化について、寺地（2025）では、
データを用いて具体的に検討している。分析に用い
ているのは、青少年研究会が1992年から10年お
きに実施してきた調査票調査のデータである。この
調査は16 ～ 29歳の大都市の若年層を対象とし
たものだが、2012年からは中年層も同様の枠組
みで対象にし、また2022年には大都市だけでなく
全国の若年層も対象にしている 1 。

分析する質問項目は、「あなたは，現在の日本の
社会で経済的に成功するのに重要なものは何だ

と思いますか」という質問に対する回答で、4つの
選択肢「生まれ育った家庭の環境」「個人の才能」

「個人の努力」「運や偶然」（以降、「家庭」「才能」「努

力」「運」と表記）に順位を付ける方式となっている。
この質問項目は、2002年と2012年、そして最新
の2022年の3回の調査で尋ねられている2 が、
2012年までの調査の分析の概要は以下の通りと
なっている。

まず、同じ質問形式ではないものの類似の内容
の項目を1992年調査データによって分析した藤
村（1995）は、個人の「努力」に対する支持が最も高
いことよりも、他国に比して「運やチャンス」といっ
た偶然要因に対する支持が相応にあること、偶然
要因への支持が安定していることに下支えされた

「〈結果の問われない〉努力主義」の存在を指摘
している。続いて、2002年調査データを分析した
浜島（2004）は、「努力」を支持する傾向が弱まって

「才能」を支持する考え方が台頭してきているとい
う見立てを示した。そして、2012年調査データを
2002年調査データと比較して分析した寺地（2015）

（2016）は、「努力」支持が2002年と2012年の間
で大差がなかったものの、2002年にみられた「才
能」支持の傾向は衰退し、「家庭」を重要だと考える
傾向が出始めていることを示した。

このような「家庭」支持の傾向の出現は、2020
年代になってからの「親ガチャ」概念の流行の下地
になっていた可能性がある。すなわち、「親ガチャ」
は2021年の流行語だが、それが流行するような社
会意識が平成時代の約30年間をかけて醸成され
てきたということが考えられる。

そして以下の図 1が、最新の2022年調査の
データを加えた3時点の回答分布である3 。傾向
をより簡素に理解するため、1番目に重要視する
要因の割合のみ示している。

注目したいのは、2012年と2022年の間で1位
と2位が入れ替わった点である。2012年には「努
力」が2002年とほぼ同程度のポイントで1位だっ
たが、2022年では10ポイント以上減少して2位
になった。対して、2012年で2位（28.2％）だった

「家庭」が、2022年には1位（37.7％）になった。
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また、2002年と2012年で値が大きく異なった「才
能」に関しては、2012年と2022年の間でさほど
値に違いはない。

このように、2012年と2022年の間で、「努力」
を支持する成功観が衰退しており、「家庭」を支持
する成功観の台頭がますます顕著になっている。た
だし、2022年の全国の若年層を対象とした調査
データでは、「努力」（35.8％）と「家庭」（35.6％）の
値にほぼ差はなく順位の入れ替わりもないことから

（図省略、n=910）、2012年から2022年にかけて
のこうした変化は、都市部でより顕著に起きている
可能性がある。

要因のパターンの分析
および社会的属性とのクロス分析

以上のような調査対象の全体的な分析に加え、
寺地（2025）では、支持する成功要因4つの順位付
けのパターンの分析と、社会的属性（性別、年齢、職

業、本人学歴、父学歴、母学歴）とのクロス分析を行っ
ている。

前者のパターンの分析では、支持する要因1番
目と2番目を組み合わせたパターン12個につい

て、3回の調査での割合の変化を確認している（寺

地 2025）4 。2002年と2012年は「努力」1番・
「才能」2番というパターンが12個のうち唯一2
割を超えて最も多かったが、2022年は「家庭」1
番・「努力」2番のパターンが14.8％で最も多く
なった（次いで多いのが「努力」1番・「才能」2番
で13.4％、3番目に多いのが「家庭」1番・「才能」
2番で12.4％）。また、3時点それぞれにおけるポ
イント間の標準偏差（ばらつきの度合い）を確認す
ると、時代を経るほどに、それが小さくなっていた。
これらのことから、特定のパターンに回答が集中す
るのではなく、若者の中で価値観が多様化し分散
してきている状況が見えてきた。

後者のクロス分析について、寺地（2025）では、3
つの時点ごとに1番目に支持する要因と各社会的
属性の関連をχ2乗検定で確認している。その結
果、2002年時点では、いずれの社会的属性とも
統計的に有意な関連は確認できなかった。一方で
2012年は、性別、年齢層、母学歴との間に統計的
有意な関連（5％水準）が確認された5 。このように
2012年は複数の社会的属性でカテゴリー間に有
意差が確認されたが、2022年において有意な関
連（5％水準）が確認されたのは、性別のみだった。

出所：寺地（2025）

図１　経済的成功に1 番目に重要だと考える要因の推移
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べている。ある時点での「年齢」集団は、同時にその
時点での年齢数を遡った年に生まれた「世代」とい
う集団なのである。しかしながら同時に、「本来世
代論とは出生時点から消滅時点まで一貫して論じ
るものであるべきだが、多くの世代論は各世代が
若い時期の特徴に注目しがちである」（浅野 2024a: 

246）と指摘されるように、世代論（ある特定の世代に

ついての記述や議論）と若者論の近さないし重なり
がある。若い時期に培った価値観がその世代を特
徴づけると考えられているからなど、対象として記
述・議論される際の近さないし重なりの理由はいく
つか考えられるが6 、いずれにせよ年齢と世代とい

これらの結果から、2012年にはある特定の属性
の人たちには「努力」への支持とそれに伴う「家庭」
支持の相対的な低さがあったことと、2022年は
2012年に比べて、ほぼ属性によらず「努力」支持
の低下と「家庭」支持の台頭を、見て取れる。かつ
て苅谷（2001）が意欲格差（インセンティブ・ディバイ

ド）と呼んだような、あるいは山田（2004）が「希望格
差」と呼んだような、個人が「努力」できる前提の格
差が問題視されたが、今や「格差」ではなく、あらゆ
る人たちにとっての「努力」支持が衰退してきている
のが現状だといえよう。

年齢層および世代を踏まえた分析

ここまでは寺地（2025）をもとに、「努力主義」の
衰退と「親ガチャ」的な価値観の台頭をみてきた
が、最後に、こうした傾向がいわゆる「若者」特有の
ものか検討してみたい。

検討の前に留意点を確認すると、第1に、「若者」
という存在は時代や文脈により異なって定義され
る。ただし最近の説明の例を挙げるならば、政策的
な説明として内閣府の子ども・若者育成支援推進
本部（2021）では、以下のように記している。

　青年期（おおむね 18 歳からおおむね 30 歳
未満まで）の者。施策によっては、ポスト青年期の
者（青年期を過ぎ、大学等において社会の各分野
を支え、発展させていく資質・能力を養う努力を
続けている者や円滑な社会生活を営む上で困難
を有する、40 歳未満の者）も対象とする。（子ど
も・若者育成支援推進本部 2021: 1）

これを参照し年齢で考えると、狭義には30歳未
満、広義には40歳未満となる。

第2に、年齢と世代との区別に留意したい。浅
野（2024a）は、ある時点の年齢によって定義される

「若者」と出生時点によって定義される「世代」を
整理し、「人びとは、成長するにつれて『若者』では
なくなっていくが、生涯にわたって同じ『世代』（出生

コーホート）に属する」（浅野 2024a: 241-242）と述

出所：青少年研究会2002・2012・2022年調査より筆者作成

図 2　「努力」支持の割合（％）
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う2つの観点は、概念上は区別して理解しておく必
要がある。

以上を踏まえたうえで、本節冒頭で述べた傾向
を確認する。今回用いているデータにおいて10歳
刻みで比較可能な年齢層・世代について、図 2の通
り、「努力」支持の割合を示した（それ以外の年齢層・

世代は非表示）7 。
「若者」を前述の狭義の定義で設定するならば

29歳以下ということになるが、20 ～ 29歳につ
いて、2002年と2012年の割合は40％台半ばと
ほぼ同程度だが、2022年では30％台と低くなっ
ている。これが統計的に有意な低さかどうか今回
は検討することが難しいため断定はできないが、
2002年・2012年と2022年では、状況に違いがあ
りそうだ。

また、20 ～ 29歳の割合が他の年齢層の割合
と異なるかどうか、すなわち「若者」特有かどうかと
いう点について、2012年も2022年も、その時点
の他の年齢層と割合はほぼ違いがない。これにつ
いても統計的に有意な差か確認できていないが、

「若者」特有の結果になっているとは言い難いだ
ろう。

世代という観点については、1973 ～ 1982年
生まれの世代と1983 ～ 1992年生まれの世代、
ともに年齢が上がるほどに「努力」支持の割合は低
くなるが、1973 ～ 1982年生まれの世代の20代

（2002年）と30代（2012年）の割合の違いがほ
とんどないのに対し、1983 ～ 1992年生まれの
世代の20代（2012年）と30代（2022年）の割合
の違いは数ポイントある。

以上から、「努力主義」の衰退と「親ガチャ」的な
価値観の台頭は「若者」特有の傾向というよりも、
2020年代の現在、30・40代にも同様に確認でき
る傾向であることがわかる8 。

まとめ

ここまでの検討をもとに、「親ガチャ」の時代を生
きる若者の現状について示唆されるのは、以下の
点である。それは、「努力主義」の衰退や「親ガチャ」

的な価値観の台頭が冒頭で述べたような社会構
造に対する見通しの悪さにつながるとするならば、
それは「若者」だけが抱える問題ではなさそうだと
いうことである。この問題について何か対応を考え
る場合、年齢や世代で区切った対応の難しさがあ
るといえるが、同時に、そうした困難についてまず理
解する際に年齢や世代を超えてそれをしやすい可
能性があるともいえる。

あらゆる社会的属性や年齢・世代に、偶発的に
困難が生じている場合、自らの置かれている立場
や状況について、再帰的かつ社会構造に結びつけ
ての理解が難しい。しかしながら、立場や状況を超
えて同様の理解がしやすい状態から、合意形成な
いし連帯の契機を考えていくこともできるかもしれ
ない。■

 《注》
1	 調査概要の詳細は、青少年研究会（2024）お

よび辻・浅野編（2025）を参照。なお、最新の
2022 年調査は、JSPS 科研費 JP19H00606（研
究代表：浅野智彦）の助成を受けて実施された。

2	 複数回の調査データを比較するため、「経済的な成
功」を尋ねることを変えずに質問を設計しているが、
今日、「成功」には以前にも増して多様な形や基準
が存在するだろう点には、留意が必要である。

3	 2022 年調査に関しては、それ以前 2 回と対象を揃
えるために、大都市の若年層に限定して結果を示し
ている。

4	 1 ～ 4 番目を組み合わせたパターン 24 個の表は、
寺地（2024）を参照。

5	 関連の仕方の詳細については、寺地（2025）の
説明を参照。

6	 このような若い時期の特徴で世代を捉えることにつ
いて、それが難しくなってきていることを、世代の違
いに準拠した世代論の困難や発達段階の段差の世
代差といった観点から、浅野（2024a）は示している。

7	 経済的成功の要因 1 ～ 4 位について、「努力」が
「家庭」および「才能」より上位だった場合の割合。
詳細は、寺地（2025）の問題設定 (2) の分析部
分を参照。

8	 この点について、今回の分析から年齢効果や世代
効果ではなく時代効果によるものだと判断することに
は慎重でありたい。詳細は、浅野（2004b）の注
6 およびそこで言及している太郎丸（2022）を参照。
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「高齢者」とは誰か

多くの先進国において、一般的に65歳以上が
高齢者とされている。しかし現在、日本の平均寿命
は男性81.09歳、女性87.14歳であり、65歳時
点の平均余命は男性19.2歳、女性24.38歳であ
る1。つまり高齢者という場合、男性は２世代、女
性では2.5世代の人々が高齢者に含まれることに
なる。さらに年齢分布を考えれば、世代はもっと広
がる。例えば2024年の百歳長寿者の数は9万
5119人いる。2023年第１子出生時の母の平均
年齢は31.0歳であるが、1975年では25.7歳 2

であったことを考えると、3.5世代に及ぶことにな
る。3.5世代と言えば親子以上の世代の隔たりが
あるということである。そう考えれば、65歳以上を
高齢者としてひとくくりにすることの乱暴さが理解

できよう。
よって、65歳から74歳までを前期高齢者、75

歳以上を後期高齢者とする区分も多く使われてき
た。しかし日本においては、特に前期高齢者はまだ
まだ元気な人も多く、実際体力や認知機能が10
年前より5歳から10歳若返っていることはデータ
にも示されている3。

このような状況を踏まえ、2017年日本老年学
会・日本老年医学会は、高齢者の定義と区分に対
して提言を行った。65 ～ 74歳を准高齢者、75
～ 89歳を高齢者、90歳以上を超高齢者とする、
という提案である4。

その一方、高齢者の年齢区分を変えることに背
後にはエイジズムの存在がちらつく。エイジズムと
は、年齢による差別であり、若年者からの高齢者へ
の差別も中高年から若年者への差別も含む概念
であるが、一般的には高齢者への差別をいう。高齢
者の年齢を取りざたするのは、高齢者は身体機能
が下がった人とするエイジズム的な視点を内包し
ているともいえよう。

また、高齢者の定義を変えることは年金支給開
始年齢をあげることに結びつくのではないか、とい
う懸念からそれに反対する声も多い。

年金の支給開始年齢など社会的制度に関連す
ることは客観的な暦年齢によることは仕方がない
が、高齢者の多様性を考えれば、一律に暦年齢で
区切ることの難しさに気づく。暦年齢による分類に
対して疑義を呈したのがラスレット（1987）5であ

人生100年時代の高齢者
：サードエイジの挑戦

片桐　恵子
神戸大学ウェルビーイング先端研究センターセンター長

神戸大学大学院人間発達環境学研究科教授

かたぎり　けいこ
2003 年東京大学大学院人文社会研究科博士課程単位取得
退学。博士（社会心理学）。専門分野は、社会老年学・社
会心理学。1986 年日本火災海上入社、日本興亜福祉財団
社会老年学研究所主任研究員を経て、2013 年神戸大学大
学院人間発達環境学研究科准教授、2018 年同教授。2022
年神戸大学ウェルビーイング先端研究センター センター
長に就任。
著書に『「サードエイジ」をどう生きるか：シニアと拓く
高齢先端社会 』（東京大学出版会 、2017 年）、『退職シニ
アと社会参加 』（東京大学出版会 、2012 年）など。
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る。彼は人生を4つのステージに分類し、退職後を
サードステージ、高齢期になって健康状態が衰え
始める時期以降をフォースステージと呼ぶモデル
を提案した。片桐（2017）は、現在の退職はライフイ
ベントではなく、仕事役割からのじょじょに退いて
いくプロセスととらえられるため、サードエイジを現
役時代後半から引退後の元気な時期としている6。
サードエイジの特徴は個人的な達成と実現とされ、
主に生活のために働くセカンドエイジと違い、人間
として成長し、実現を果たすという豊かな時期と考
えることができる。

サードエイジというライフステージ

サードエイジの終了は介護などを必要としない
自立して生きられるという健康寿命と一致する。平
均寿命が延伸している現在、健康寿命の延伸が国
を挙げて取り組まれている。日本においてサードエ
イジといういい方が一般的に使われているわけで
はないが、健康寿命、すなわちサードエイジに近年
注目が集まっている。

ではサードエイジの人々はどんな生活をしている
のか。これに密接に関わるのが高齢就労の問題で

ある。これには高年齢者雇用安定法がかかわって
いる。同法は高年齢者の雇用機会の確保を目的と
する法律であり、高齢者の就労を支援する方向で
改正が進んできた。最新の改正は2021年4月で
あり、ついに会社に対して70歳までの就業機会確
保をすることを努力目標として課した。就労期間の
延長は、増加する元気な高齢者の活躍の場を提供
し、年金額や退職金の減少による高齢期の経済状
況への人々の不安を解消し得る。また、人手不足の
深刻化というマクロの問題の解決の一助となり得
る。実際この数年70歳前半まで高齢就労者は急
激に増加しており、70代前半でも全体では3割の
人が働いている。60代後半では5割以上働いて
いることから60歳代は働く世代となってきた、と言
えるだろう（図１）。

働き続けるサードエイジ

2021年の高年齢者雇用安定法の改正では、
（1）70歳までの定年の引き上げ、（2）定年制の
廃止、（3）70歳までの継続雇用制度（再雇用制
度・勤務延長制度）の導入、（4）70歳まで継続的
に業務委託契約を締結する制度の導入、（5）70

出所：内閣府『令和6年版　高齢社会白書』
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図１　労働力人口比率の推移
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歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の
導入（a. 事業主自らが実施する社会貢献事業　b.事
業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢

献事業）のいずれかの措置を構ずるよう務めること
としている。

法律が改正され、企業の対応も少しずつは進ん
でいる。70歳までの高年齢者就業確保措置を実
施済みの企業は31.9％、中小企業では32.4％、大
企業では25.5％まで達した。しかし一方で、定年を
60歳に定める会社は未だ64.4％であり、60歳で
いったん定年となり、それまでの労働契約が終了
し、新たな雇用契約を結ぶという継続就労制度と
いう制度を採用する企業が多い。今回の改正で新
たに設けられた（４）と（5）をあわせて創業支援等
措置というが、実施企業は0.1％である7。

70歳までの高年齢者就業確保措置を実施済
みの企業の割合は業種によって異なる。とりいれ
ている割合が多いのは、建設業、農･林・漁業、運
輸・郵便業、医療・福祉と続く。幅広い産業において、

「サービス職業従事者」「販売従事者」といった対
人サービスに係る職業のほか、「専門的・技術的職
業従事者」など事業の中核を担う人材不足が指摘
されているが、その不足を高齢者が担っている様
子がうかがえる8。

しかし、働き続けるといっても、現役時代と同じ
正規のフルタイム就労者の割合は、65歳を超える
とぐっと減少する。60歳代後半男性67.6％、70
代以降75％、女性は85％程度が非正規雇用であ
る9。この区分は労働時間に連動したものではない
が、少しずつフルタイム就労から労働時間を減らし
て働き続ける高齢者が多いと推察される。

就労の効果

20世紀には定年後出かけることもなく、家で家
事もせずゴロゴロする男性を揶揄した「粗大ごみ」、

「ぬれ落ち葉」という言葉が流行した。また妻の側
にもそのような夫が家にいることがストレスでうつに
なる「在宅夫症候群」という現象も生じた。しかし今
は高齢就労者が増加したため、定年後に仕事をせ

ずぶらぶらしているという人は減ったと考えられる。
その意味では就労期間の延長は歓迎すべきことと
いえる。

働くということは仕事場における人間関係があ
り、社会的孤立も防ぐことができる。また、高齢者に
とって働くということは認知的な刺激になり、プラス
の効果があると期待されるが、就労が高齢者に与
える影響はプラスのことばかりなのだろうか。

高齢就労者の増加は日本において急激に増加
しているが、他の先進諸国においても高齢化の進
行で同様の傾向がみられる。しかし、外国とはもとも
との仕事に対する価値観、給与・報酬の仕組みの
違いもあり、社会・文化の違いは大きいと考えられ
る。さらに、自営業で働くのか、同じ会社で似たよう
な仕事をするのか、同じ会社だが違う仕事をする
のか、定年を機に違う転職や開業をする、またフル
タイム就労なのか、パートタイム就労なのか、など同
じ働くといっても働き方は多様である。このような働
き方の違いは関連する様々な要因も異なると考え
られるため、就労の効果を単純に論じることは難し
い。先行研究においても、Dufouilら（2014）は自
営業が認知機能にプラス10、Fujiwaraら（2016）

は男性にのみプラスの効果がみられた等11、知見
は一致しない。Pilipiec（2021）らは、就労の健康
やウェルビーイングに与える効果についてシステマ
ティックレビューを行っているが、一貫した結果は
得られなかったことを報告している12。

サードエイジの選択

マスメディアなどで、高齢就労者の仕事へのモチ
ベーションの低下が問題となっており、企業も彼ら
のマネジメントをどうしたらいいか悩んでいるとい
うような報道が多くされている。しかし、石山・高尾

（2021）はワーク・エンゲイジメント・スケールを使用
して、54歳以下の人と比べて60歳代前半の定
年後再雇用者のワーク・エンゲイジメントの方が高
かったことを報告している13。近年静かなる退職と
いう言葉もあるほど14、若い人たちの仕事への意
欲が低いことを考えれば、必ずしも高齢就労者の
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仕事へのモチベーションが低いとは言えない。よっ
て高齢就労者のモチベーションが低い、というのは
一種のエイジズムであると言えよう。

70歳までの雇用機会の保障に取り組む企業も
少しずつ増えていることから、少なくとも以前よりは
高齢就労者の働きやすい条件や環境が整う方向
に進んでいると思われる。しかし、では長く働き続け
ればいいのであろうか。就労期間が長くなっている
とはいえ、ほとんどの人にはいつか仕事役割が終わ
る引退の時期が来る。サードエイジはそれに向けて
準備をすべき時期である。仕事だけの現役時代と
は違う働き方を見つけ、仕事以外の生活の充実を
図る時期といえよう。

団塊世代が生まれた直後（1950年）の日本人の
平均寿命は60歳に満たなかった。しかし2000年
頃には80歳を超えている。つまり50年で寿命が
20年余伸びたことになる。以前なら退職後に過ご
す期間は短く、何をすべきかを悩む期間はほとんど
なかった。よって今の高齢者には定年後、退職後に
20年余の長さがあるが、その時期の生き方を学ぶ
べき先達がいない、ということになる。さらに年金を
巡る変化のように、高齢者を取り巻く状況も刻 と々
変化している。このような不透明・不確実な時代に、
各人が模索をして生きていく必要があるのである。

しかし、70歳までの雇用機会が保障されてしまう
と、不満を抱きながらも、なんとなく仕事を続けそれ
までと同じような生活を続けてしまうのではないか
ということが懸念される。

前述したように、サードエイジは個人的な達成と
実現の時期、人間として成長し、実現を果たすとい
う豊かな時期となりうる。とはいえ、現実には仕事
以外に何をしたらいいかわからない人も多い。片桐

（2018）は、社会システムがシニアの志向や考え方、
希望を潜在的・顕在的に阻害して選択肢を乏しく
させると論じている15が、そのうえでサードエイジに
は、社会参加活動、生産的活動、市民活動という幅
広い選択肢があるのだというサードエイジの社会
参画モデルを提案している16（図２）。

この議論から7年しか経っていないが、老後
2000万円問題、コロナ禍などを経て、高齢就労者
の増加という大きな変化が生じている。このモデル
に立ち返れば、生産的活動に従事している人の割
合が圧倒的に多くなった。それならば、生産的活動
である就労をベースとして、社会参加活動、市民活
動と組み合わせて、地域での社会活動、市民活動
に参加することで、地域社会で生きる一個人として
の生活を確立し、そこに生きがいを見いだしていく、
という視点で人生を捉え直すことが必要なのでは

出所：筆者作成。

図２　サードエイジの選択肢：社会参画モデル　(片桐 , 2017) 
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ないか。
筆者は講演会などでこのような話をする機会が

多いが、どうしていいかわからなくてなんとなく不
安だったけれど、サードエイジの生き方について考
えてみます、というようなコメントをいただくことも多
い。仕事に多くの時間をとられた時期を経て、多少
自由な時間を得るこの時期に、どのように自分は生
きたいのか、新たに挑戦できる様 な々可能性に目を
向け、仕事のスキルを活かして情報を収集し、豊か
な人生を実現することのできるサードエイジであっ
てほしい。■
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私たちは政治という営みにおいてものごとを集団
で決めている。その結果である法律や政策に私た
ちが従わなければならないとすれば、それはまさに
自分で作ったものだから、というのが民主主義社会
では最も素直な考え方だろう。もちろん、そうはいっ
てもすべての市民が政治に参加するわけではない。
実際に政治を動かすのはごく一握りの人々である。
しかし、それもまた「私たち」である、という意識に
よって民主主義は維持されている。逆にいうと、政
治を動かしているのが同じ「私たち」であると多数の
人 に々感じられなくなったとき、民主主義は危機に
陥ってしまう。

この危機は、現代社会のさまざまな「分断」によっ
て引き起こされる。経済的格差の拡大、移民と現
地労働者間の緊張、都市と地方の価値観の違い、
文化的・宗教的アイデンティティの対立、教育水準
による機会の不平等……、こうした分断は広範な
政治的無力感を生み、多くの国でポピュリスト政治
家による権威的支配が待望される事態を招いてい
る。さらにSNSなどの情報環境における分極化は、
イデオロギー的分断の悪循環を加速させている。

こうした「分断」のうち、「世代」間の対立はどのよ
うに考慮されるべきか。少子高齢化が進展し、人
口構成が高齢世代に偏っている社会では、高齢者
を優遇する政策ばかりがなされる「シルバー民主
主義」「老年支配（ジェロントクラシー）」といった状
況があると指摘される。他方で、政治過程から疎外
されていると感じる若者たちの過激な直接行動も、
たとえば気候変動対策への訴えなどにおいて現れ
ている。こうした世代間対立はしばしば誇張した形
で語られるし、それが逆に「安易な世代論」への反
発を引き起こすことも多い。もちろん、現実には多
様であるはずの問題が「世代」単位で語られること
によって見失われることには警戒が必要である。し
かし、人口構成の不均衡が政治にもたらす影響を
まったく無視することも得策ではない。利害を共有
する集合的な主体として「世代」を想定することに
よって、個々人の政治的動機づけが得られることも
ある。また、いまだ生まれていない将来世代との関
係では、現在世代による決定が一方的にならない
ようにすることも重要だろう。こうした「世代」を適切
に位置づける「世代間民主主義（intergenerational 

democracy）」はどのようにして可能になるだろうか。

氷河期世代とは

世代間民主主義は実のところ、老年世代と若年
世代、現在世代と将来世代といった大きな軸だけ
では語りにくい。それぞれが単純に対立しているわ

氷河期世代の民主主義

 吉良　貴之
愛知大学法学部准教授

きら　たかゆき
東京大学大学院法学政治学研究科博士課程満期退学。修
士（法学）。専門は法哲学。
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けではないからである。そこで本稿では、現代日本
において喫緊の課題となっている「氷河期世代」の
問題を主題的に取り上げる。老年世代と若年世代
に挟まれた中間世代の位置づけの難しさを確認す
ることにより、全世代的な包摂に向けた民主主義
の課題を明らかにすることを目指す。

いわゆる「氷河期世代」は、日本企業の新卒採用
が極端に絞られた時期に大学や高校を卒業した
人々を指す。卒業年を1990年代なかばから2000
年代初頭まで広くとった場合、その人口は約2
千万人であり、日本の人口の6分の1になる。就職
状況が最も困難だった数年の「コア世代」だけでも
数百万人に及ぶ。そのうちの少なくない数の人々は
正社員としてのキャリアを積むことができず、非正規
雇用のまま家族形成をあきらめたことにより少子化
に拍車がかかった。また、資産形成が不十分なまま
に親の介護や自身の老後の生活といった問題に直
面している。

この氷河期世代問題は、就職難の最中にも「ロス
ジェネ」などとして認識されていたものの、具体的な
就職支援政策などが実施されるようになったのは
20年近く経った後の、ここ数年のことである。すで
に40代後半から50代に突入した人 に々とってそう
した支援はあまりに遅すぎると言わざるをえない。
しかし逆に問うならば、それほどの人口が多い世代
であるにもかかわらず、なぜ救済が後回しにされて
きたのだろうか。

構造的危害とその矯正

氷河期世代の就職難は、バブル経済崩壊後の
新規採用の抑制によるものである。最も過酷だった
とされる2003年の大卒者の就職率は55.1％であ
り、およそ2人に1人が就職できなかったことにな
る（余計な情報かもしれないが、この文章の筆者の大学

卒業年はその年であった）。
ただ、就職状況がその時々の景気に左右される

こと自体は特におかしなことではない。2006年に
は輸出産業の好転もあって「氷河期」が終わり、就
職状況は改善されたが、その後すぐのITバブル崩

壊やリーマン・ショックによって2009年にはまた大
きく就職率が下がっている。就職率だけを見るなら
ば戦後から現在にかけていくつもの波があるが、そ
れぞれの下がり目に応じて特定の「世代」が切り出
されて公的な支援の対象になっているわけではな
い。そうである以上、「氷河期世代」を特別に不遇な
世代として救済すべきだといえるだろうか。あくまで
他の年代と同様、社会保障による個別的な救済が
なされるべきであって、「世代」単位で語ることは問
題を捉え損なうことになるだろうか。

諸外国でも、特定の時期に就職率が極端に低く
なった例は多い。1997年のアジア通貨危機が直
撃した韓国の例（「IMF世代」）や、2008年のリー
マン・ショックによるアメリカでの金融危機、2009
年のギリシャの債務問題に端を発する欧州債務危
機など、若者の就職難をもたらした経済不況はさま
ざまにある。その時期にたまたま就職活動をせざる
をえなかった各国の若者たちはその後のキャリア
形成に大きな影響を受けた。日本の氷河期世代も
その点では同様といえるのだが、いくつかの重要な
違いもある。いわゆる「日本型雇用システム」は新卒
一括採用、年功序列型賃金、終身雇用といったメン
バーシップ型の雇用によって特徴づけられてきた。
一度きりの「新卒カード」を失うと途中からのキャリ
ア形成はきわめて難しくなるため、景気の悪影響を
直接に受けやすい構造がある。こういった雇用慣行
は韓国もある程度共通しているが、日本の氷河期
世代の場合、それ以前のバブル世代と、リーマン・
ショックからの回復後の若い世代との間の落差が
著しく大きいといった事情もある。2010年には厚
生労働省の「青少年雇用機会確保指針」が改正
され、企業に対し、大学等を卒業後3年以内の者
を新卒扱いとして採用することが奨励されるように
なった。

こうしたことを踏まえると、日本の氷河期世代の
不遇は単に景気変動の影響による不運ではなく、
その影響が生涯にわたって不利に働くような雇用
の構造のもとで生じたものといえるだろう。日本社
会は全体としてこの構造を温存し、また偶然にも景
気が良いときに就職した人々はこの構造によって
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雇用安定などの利益を得てきた。端的にいえば、
前後の世代の雇用を守るために氷河期世代を犠
牲にする構造が維持されたということである。政
治哲学者のジョナサン・ウルフはこうした「構造的
危害（structural harm）」が不正義といえる条件と
して、(1) 社会構造が存在すること、(2) その構
造を維持するメカニズムや一連のプロセスが存在
すること、(3) ある集団に対する重大な危害（また
はそのリスク）が存在すること、(4) その危害が不
正義であるといえる明確な理由が存在すること、
の4つをあげているが（Wolff 2024）、日本型雇用
システムは氷河期世代についてこれにすべて当て
はまっている。日本社会が氷河期世代の人々に対
して危害を与えたといえるならば、その救済は「矯
正的正義（corrective justice）」の義務となる。こ
れは加害者と被害者の直接的な関係に基づくた
め、不遇な人々に対する社会保障などの「分配的
正義（distributive justice）」とは概念的にまた別
の、より重い義務として道徳的に要求される（Perry 

2000）。

不運だったのか？

日本社会は氷河期世代に危害を与えた、した
がって救済の義務を負う。この主張はやや強めに
聞こえるかもしれない。日本型雇用システムが氷河
期世代に構造的危害を与えるものといえるかどう
かについては、事実問題としてより詳細な検討が必
要である。そもそも特定の「世代」が危害／被害を
問題にできるような主体でありうるのかどうかとい
う問題もある（吉良 2021）。また仮に救済が義務と
して要求されるとしても、それがいかなる形でなさ
れるべきなのかまでは特定されない—その危害が
なされなかった状態に「戻す」ことが何を意味する
かを述べることは困難である。そうするとここで、分
配的正義の観点からの議論を加えることも有益だ
ろう。

分配的正義は「各人に各人のものを」という正義
の定式で知られるように、資源や利益を正しく分配
するための基準をめぐるものである。ここで一般的

な社会保障の問題にとどまらない氷河期世代に固
有の問題を切り出すには、他の世代との関係にお
ける世代間分配的正義として論じる必要がある。
有力な議論としては、本人に責任のない不運による
不平等は是正されるべきだとする「運の平等主義

（luck egalitarianism）」を世代間に拡張するものが
ありうる。先の構造的危害の問題はひとまず置くと
しても、氷河期世代は景気変動という自分たちに責
任のない不運によって、他の世代と比べて不均衡
な不遇をかこっている。これが「世代」単位でいえる
とすれば、氷河期世代の救済の根拠となるかもし
れない。しかし、氷河期世代には、この論法をつねに

「安易な世代論」へと追いやってしまうだけの内的
多様性があることが悩みの種となる（近藤 2024）。
当然のことながら、氷河期世代の全員が就職でき
なかったわけではない。一定数の人々は就職し、
キャリアを積み、資産を形成し、家族を作っている。

〈氷河期世代の成功者は相応に努力したのであ
り、失敗者はそうでない。したがって「世代」全体を
救済の対象のように語るべきではない〉。こうした自
己責任論は、当の氷河期世代の成功者たちによっ
て率先して語られがちである。それは一旦成功した
以上は世代内の再分配に資金を拠出したくないと
いう自己利益によるものでもあろうが（近藤 2025, 

177）、厳しい競争の勝者であるというプライドが重
なることによってより解きほぐし難くなっている。

民主的エンパワメントのために

氷河期世代の問題が20年近く政治的争点にな
らなかったという事実は、是正されるべき不平等は
民主的政治過程における発言力の格差にあること
を示しているといえるかもしれない。だとすると、氷
河期世代とその他の世代の格差は経済的問題とい
うより、あるいは少なくともそれに加えて、政治的な
支配関係の問題になる。

氷河期世代の今後の高齢化を考えれば、就労
支援による挽回は、もちろん重要ではあるもののや
がて現実的でなくなっていく。老後に備えたセー
フティネットの拡充こそ急ぐべき課題になるだろう
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（近藤 2025, 177）。その実現のためには再分配をめ
ぐる政治に実効的に参加できなければならない。
それは民主主義社会の側にとっても重要なことで
ある。日本の人口の6分の1を占める世代のうちの
決して少なくない人々が政治的に包摂されていな
いとすれば、その政治的決定を尊重すべき理由とし
ての「正統性（legitimacy）」に疑問符がつき、民主
主義社会そのものの持続可能性を脅かすリスクと
なりうる。こうした主張は若年世代の政治的無関心
への憂慮からなされることが多いが、これまで見て
きたように、政治的主体性を弱める力が内からも外
からも働いている氷河期世代の存在こそ、より深刻
な課題といえるかもしれない。
「民主主義のための世代間対話のステップ」

（Deželan 2017）としては、具体的にさまざまなもの
が提案されている。たとえば、各世代の代表性を確
保するために議会の一部を世代別クォータ制にす
るといった案もあるし、国政から地方自治に至るま
でのさまざまな段階での世代間対話を促進する場
として「世代間評議会」を設置するといった構想も
ある。あるいは、政策立案においてすべての世代へ
の影響を事前に評価する世代間アセスメントを義
務づけるといった案もある。それぞれの構想はうま
くいけば各世代の存在感を高めることに資するだ

ろうが、それは単に「世代」を実体視するのではな
く、適切な代表の感覚による個々人のエンパワメン
トにこそ眼目がある。■
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緒言—長期課題の顕在化とその背景

現代社会は、気候変動、資源エネルギー問題、イ
ンフラの維持管理や財政問題など、複雑な課題に
直面している。これらの多くは、解決に長期間を要
する、世代を跨ぐ課題でもある。すなわち、現世代に
よる様々な意思決定やアクションが将来世代にも
影響を及ぼすサステイナビリティ問題である。これ
らの長期課題に対して、人類は適切に対処してき
たのであろうか。様 な々データを見る限り、これらの
課題において改善が見られているとは言い難い。例
えば、20世紀の半ばからの人口増や都市化など
の社会経済状況の急激な変化に伴い、温室効果
ガスの世界全体での排出量を始めとして、地球環

境に関する指標のいくつかは悪化の一途をたどっ
ている（Steff an et al., 2015）。ロックストロムらは、
地球環境に関する９つの領域について限界値を
示した「プラネタリーバウンダリー」の概念を2009
年に発表したが、この時点で既に３領域が限界値
を超えているとの評価結果を示した（Rockström 

et al., 2009）。そして、2023年に発表された最新
の評価結果によれば、限界値を超えた領域が３領
域から６領域へと増加しており(Richardson et al., 

2023)、地球環境の状況は時間とともにむしろ悪化
している様相である。カーボンニュートラルやSDGs
目標など、政府や国際的なレベルで目指すべき社
会ビジョンが提唱され、そこに向けた対策や施策も
講じられているものの、状況は必ずしも改善してい
ないと見るべきであろう。

これらの、世代間利害対立を含む長期課題を
解く鍵の一つは、将来世代の利益や権利をいかに
現代社会の意思決定において考慮し未来に向け
て行動するか、という点にある。ところが現代社会
において、現世代と将来世代の双方の利益を考慮
し、世代間の利害調整に基づいた最適な意思決
定を実施するための仕組みやメカニズムは存在し
ていなかった。人類がこれらの長期課題に適切に
対処し、持続可能な社会を導くためにはどのような
社会の仕組みや社会システムをデザインし、実装
すべきなのか？ これが、本稿で取り上げるフュー
チャー・デザインが取り組むテーマである。本稿で
は、フューチャー・デザインについて説明し、その

フューチャー・デザイン
—将来世代の視点で持続可能社会を構想する—

原　圭史郎
大阪大学大学院工学研究科教授

はら　けいしろう
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士（環境学）。専門分野は、フューチャー・デザイン、サ
ステイナビリティ・サイエンス。地球環境戦略研究機関、
大阪大学環境イノベーションデザインセンタ－等を経て、
2016 年 4 月 大阪大学大学院工学研究科准教授、2019 年
10 月 同教授。2020 年 4 月工学研究科附属フューチャー
イノベーションセンター副センター長、2021 年より同研
究科テクノアリーナ最先端研究拠点「原フューチャー・
デザイン革新拠点」拠点長。この間 2016 年 10 月から
2018 年 3 月まで経済産業省 製造産業局 製造産業専門官

（転籍出向）。
編著に『想創技術社会』（大阪大学出版会、2016 年）、『サ
ステイナビリティ・サイエンスを拓く—環境イノベーショ
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有効な仕組みの一つとして研究や実践が進む「仮
想将来世代」の考え方や実践例を紹介する。また
フューチャー・デザインの今後の展望や取り組むべ
き課題にも言及する。

フューチャー・デザイン

フューチャー・デザインとは「将来世代に持続可
能な社会を引き継ぐための社会の仕組みのデザイ
ンと実践」のことをいう。現代社会においてはこれ
まで、まだ見ぬ将来世代の利益を考慮し、合意形
成を行うための仕組みは存在していなかった。先
に挙げた長期課題の多くが、世代間利害対立やト
レードオフを伴う問題である。世代間のトレードオ
フについては、例えば、現世代が快適な生活を営
むために、枯渇性の天然資源を過剰に消費した場
合、将来世代は不利益を被ってしまうことを想像
すれば分かり易いだろう。将来世代の福利を保証
した持続可能社会を実現するためには、現世代と
未だ見ぬ将来世代との両世代の利益を考慮して、
適切な解を導くための、あるいはそのような意思決
定を支えるための社会的装置や仕組みが必要な
のである。

西條（2018）は「たとえ、現在の利得が減るとして
も、これが将来世代を豊かにするのなら、この意思
決定・行動，さらにはそのように考えることそのもの
がヒトをより幸福にするという性質」を人の“将来
可能性”と定義し、将来可能性を生むような社会
の仕組みのデザインの必要性を説いた。そのような
仕組みのデザインは可能なのだろうか？ これまで
の研究から明らかになってきた有効な仕組みの一
つは、まだ見ぬ将来世代の視点に立ち、現世代の
意思決定を回顧的に考察・評価するための「仮想
将来世代（Imaginary Future Generations）」と呼
ばれるものだ。将来世代の視点から現代の様々な
意思決定や評価を行う「将来省」といった組織をイ
メージしてもよいだろう。

これまで、経済実験、フィールド実験、社会実践
を通じて、仮想将来世代を取り入れることによっ
て、人の将来可能性を生み出し、将来世代の利益

も考慮した持続可能な意思決定を導くことが可能
であることが示されてきた。被験者（学生）を集めた
最初の経済実験では、３人一組のグループの意思
決定において、ランダムに選ばれた１名が次の世
代以降の代表者（すなわち仮想将来世代）としての
役割を与えられ、他の二人と交渉する仕組みを取
り入れた場合の効果を検証した。その結果、そのよ
うな仕組みが無い場合の実験結果と比較して、グ
ループ３名の意思決定は、将来世代の利益をより
考慮した、持続可能な選択肢へとシフトすることが
示された（Kamijo et al., 2017）。また、フィールド実
験においても、仮想将来世代を取り入れた、新た
な仕組みを導入することの有効性が示されている

（Shahrier et al., 2023）。これらの実験は、金銭的
尺度がベースではあるものの、将来世代の視点を
導入することによって人の将来可能性とも言うべき
性質が生みだされ、未来社会や将来世代をより重
視した判断や意思決定を導くことが可能となること
を明らかにした。それでは、現実社会の具体課題に
関わる意思決定や合意形成においては、仮想将来
世代の導入はどのような意義や効果を持つのであ
ろうか？ この点を明らかにしたのが、次節に述べる
フューチャー・デザインの実践である。

フューチャー・デザインの実践

仮想将来世代を導入したフューチャー・デザイ
ンの初実践は、2015年に岩手県矢巾町で実施
された。フューチャー・デザインのコンセプトと研究
の構想を進めていた、筆者を含む大阪大学の研究
チームと矢巾町とが連携し、町民参加の下で約6
カ月にわたる５回のワークショップを実施した。この
実践では、町民が2060年を目標年とした地方創
成プランの検討を行い、今後10年間で実施すべ
き施策案を提案した。参加した町民が４グループ
に分かれ、2グループが現世代グループ、他の2グ
ループは仮想将来世代グループという立場で、別
の部屋で個別に議論を重ね、４回の議論を経てグ
ループとしての10個の施策を決定した。この実践
では仮想将来世代グループのメンバーには「その
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ままの年齢で2060年にタイムスリップ」し2060年
に生活している状況を想像してもらい、仮想将来世
代の視点のままで議論や意思決定を行ってもらっ
た。最終回である第5回目の議論では、現世代グ
ループと仮想将来世代グループの１つずつがペア
となって、それぞれの決定した10個の施策を相互
に発表しあった後に交渉と合意形成を行い、両世
代グループとしての上位10個の施策を提起した。
すなわちこのセッションは、現世代と仮想将来世代
の「世代間合意形成」を再現したものである。

この初実践から、仮想将来世代の導入効果に
関する重要な知見が得られている (Hara et al., 

2019)。例えば、現世代グループは、今顕在化してい
る課題に着目し、それを解こうとする課題解決型の
思考をする傾向が見られた。一方、仮想将来世代
グループは地域の文化や環境、歴史などの地域資
源の活用に着目した提案を行う傾向が見られた。
また、提案内容やアイデアには高い独創性が見ら
れた。さらには、複雑で時間がかかる課題をより重
視して優先的に取り組む傾向があること、社会変革
に対する高いインセンティブが見られること、などの
特徴が観察された。興味深いことに、現世代グルー
プと仮想将来世代グループの合意形成による最終
提案には、仮想将来世代グループが提示した案が
半数以上取り入れられる結果となった。現世代グ
ループが、交渉・合意形成を進める過程で、考え方
を変化させ、仮想将来世代グループの提案を受け
入れていくプロセスが観察されている。この実践で
は、仮想将来世代（将来省）の仕組みを導入するこ
とによって、現世代グループの議論や意思決定だ
けでは生まれ得なかったアイデアや合意形成が実
現できることが初めて示された。

続く同町での2017年の実践では、現世代グ
ループと将来世代グループの交渉・合意形成とい
う仕組みではなく、参加者全員が両世代の視点を
経験する方法を取り入れた。この実践には無作為
抽出で選ばれた町民の内、手を挙げた26名が参
加した。参加者は４グループに分かれ、２グループ
が町営住宅のプランを、他の２グループが公共施
設管理をテーマに、2050年を見据えて次の10年

で町が取り組むべき施策を検討した(Hara et al., 
2021）。参加者が１か月ごとに集まり次の３ステッ
プで意思決定を行った。すなわち、①現世代の視
点で施策を検討、②2050年の仮想将来世代の
視点で同じ内容を検討、③それまでの議論や意思
決定を内省し、いずれの世代の視点で検討しても
良いので最終提案を意思決定、ただし最終提案の
選択理由と将来世代へのアドバイスも明示する条
件とする、という内容である。なお、４グループのメン
バーは①～③のステップで固定（不変）である。興
味深いことに、４グループからの提案や意思決定
内容は各ステップで変化した。①は現在から将来
を考察して意思決定を行うものであり、我々が通常
行う意思決定の状況に近い。この場合、提案内容
は、ハード面の改良や、現在満たされてないニーズ
や欲求を充足することを主とした提案が多い傾向
にあった。ところが、②で仮想将来世代の視点から
検討した場合、生活弱者を対象に生活の質を高め
るための提案や福祉の視点に基づく提案へと、提
案内容の質が大きく変化した。また③では、矢巾町
以外にも目を向けるなど、思考の空間バウンダリー
が拡大して全体最適を考える視点も付加され、福
祉の観点に基づく提案が広がる傾向が見られた。
なお、参加者に実施したアンケート調査の分析か
らは、③のステップでは、参加者の多くが現世代と
仮想将来世代の両方を俯瞰する「上位視点」（視点

共有）から意思決定していたことが示唆されている。
仮想将来世代の視点を経験することで、上位視点
が創生されうるという発見は、その他の研究や実践
においても示されている。この取組において、将来
世代の視点から意思決定する仕組みを取り入れる
ことによって、将来世代や他者への共感に基づく発
想や意思決定が可能となることが示唆された。

以上の２つの実践を経て、矢巾町では2019年
４月に未来戦略室（現在は未来戦略課に格上げ）を
設置し、フューチャー・デザインを政策立案に取り
入れるための組織づくりを行っている。また、同じ
2019年度には、町の主要な行政計画である第７
次矢巾町総合計画後期基本計画の立案において
フューチャー・デザインの考え方と方法が全面的
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に導入された。公募住民と60人委員会と呼ばれ
る審議会メンバーとが一緒になり、仮想将来世代
の視点で計画の骨格となる柱や施策を提案した。
その結果、最終的に110の提言が出され、そのう
ちで事業レベルの提案である44件を除いた66件
中で、実に55件が総合計画に反映されている（吉

岡、2023）。このように、矢巾町では、持続可能性を
高める政策立案と行政計画を実行するため、フュー
チャー・デザインを機構・制度のレベルで導入する
試みを進めており、その観点からフューチャー・デザ
イン実践の先導的自治体だと言える。

矢巾町での実践を先駆けとして、現在では様々
な課題領域や政策分野でフューチャー・デザイン
の実践が進む。仮想将来世代の方法を取り入れた
実践は、都市計画、環境計画、業務改善や働き方
改革、カーボンニュートラル政策、再生可能エネル
ギー導入問題、水道インフラの維持管理計画、教
育プログラムの開発など、様々な課題領域で行わ
れている（大阪大学大学院工学研究科テクノアリーナ
最先端研究拠点部門「原フューチャー・デザイン革新拠

点」のホームページにもこれらの実践事例を記載してい

るので、参照いただきたい1）。これらのフューチャー・
デザイン実践では、各課題に関連するステークホル
ダー自らが将来世代の視点からの提案や意思決
定、合意形成を実施してきた。フューチャー・デザイ
ンに関わる研究者らはこれらのステークホルダー
と連携しつつ、学術的観点から仮想将来世代など
の仕組みの導入手法や条件設定に関わる支援を
行ってきた。そして、これらの実践プロセスや結果か
ら得られる様々なデータや情報は、フューチャー・
デザインの学術的発展に貢献している点も重要で
ある。

昨今では、政府機関、自治体、産業界、研究機
関等、異なるステークホルダーが連携して、社会的
課題への対策やビジョンづくりを検討するフュー
チャー・デザインの実践例も生まれている。産学
官連携による初の実践事例は、近畿地域エネル
ギー・温暖化対策推進会議「カーボンニュートラル
実現に向けたフューチャー・デザイン分科会」が実
施した、2050年カーボンニュートラル実現のため

のアイデアカタログ作成の取組であろう。近畿地方
の政府機関、自治体（府県・市）、経済団体、公的機
関、産業界や研究機関等から計22機関・組織が
参加し、2024年6月から3回の議論を経てアイ
デアカタログを作成した。22機関の参加者は4グ
ループに分かれ、仮想将来世代として「2050年時
点の近畿圏の社会状況」を描写し、「2024年から
取り組むべき具体的なアイデア」を提案したのであ
る。ここで着目すべきは、“組織の壁”を越えて、社
会目標であるカーボンニュートラル実現のための施
策を参加者が協働して提起した点であろう。将来
世代の視点から施策を検討することにより、連携・
協働のインセンティブも高まった可能性がある。筆
者らの研究グループは、仮想将来世代の仕組み
が、組織連携のインセンティブを高める可能性につ
いても研究を進めている。

これまでのフューチャー・デザイン実践から、仮
想将来世代の導入効果や意義が明らかになって
きた。例えば、１）思考のバウンダリーの拡大、２）独
創性の高まり、３）将来に対する危機意識の高まり、
４）社会的目標に対する共有意識の高まり、５）社
会変革に対するインセンティブの強化、等の傾向が
観察されている(Hara et al., 2023a)。また、現世代
と将来世代の両世代を俯瞰する上位視点が創造
される可能性についても先に述べた通りである。こ
れらの効果によって、長期的観点から頑健性のあ
る、多様な対策や政策オプションを構想し、選択で
きる可能性が示されている。

新たな産業イノベーションに向けて

フューチャー・デザインの社会実装は、産業イノ
ベーションにおいてどのような意味を持つのだろう
か。先に述べたように、将来可能性を生み出し、未
来社会に対する共感を高めた意思決定を実現で
きるのであれば、産業技術が社会に及ぼす影響を
持続可能性の観点からより適切かつ具体的に評
価し、イノベーションの新たな方向性をデザインで
きるかもしれない。筆者らは、このような問題意識か
ら、フューチャー・デザインとイノベーションとの関
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係性についても検証を進めている。その一例として、
研究開発（R&D）戦略と技術シーズの探索を目的
とした、総合水エンジニアリング会社であるオルガ
ノ株式会社によるフューチャー・デザインを紹介す
る。同社は、大阪大学の研究チームとの共同研究と
いう位置付けで、2019年から3年間、R&Dに携
わる社員と、経営企画の担当社員が参加したフュー
チャー・デザインを実践した。初年度の2019年度
の実践では、社員約20名が5グループに分かれ、
2050年社会や事業のあり様を想定し、次の10年
で取り組むべき研究開発戦略と技術シーズの探索
をテーマに「現世代」の立場と、2050年の「仮想
将来世代」の各立場で議論や意思決定を行った。
その結果、想定される未来社会や事業展望、そし
て今後取るべきR&D戦略の方針などのアイデアに
おいて、各世代の議論結果に大きな差異が見られ
た。将来世代の視点から検討した場合は、2050
年社会における事業戦略の描写において、会社が
有する技術シーズの応用展開を単に現在の延長
で検討するのではなく、まったく新しい応用領域を
設定して、社会実装を想定する傾向が見られた。ま
た、最終的に提案されたR&D戦略や、今後育てる
べき技術シーズの探索についても、将来世代視点
で考察した場合に新規テーマが多く提起されてい
る（Hara et al., 2023b）。参加社員へ実施したア
ンケート調査の結果からは、R&D戦略で検討す
べき判断基準として、「顧客のWantsやニーズ」「他
社との差別化」「ビジネスモデル」等、いわゆる短期
的な事業計画に関わる指標の重要性は、仮想将来
世代を導入した後には相対的に低下した。これら
の結果、およびその他の産業界でのフューチャー・
デザイン実践の結果を総合的に解釈すると、将来
世代の視点から検討することによって、技術が未来
社会に及ぼす影響をより具体的に捉えられる可能
性や、技術イノベーションの新たな方向性をデザイ
ンできる可能性が示唆されている。

結語—これからの展望と課題

本稿では、フューチャー・デザインの考え方と研

究事例や実践事例を紹介し、将来世代の視点から
現代の意思決定を考察・評価することが、持続可
能な意思決定を生み出す上で効果を持ちうること
を示した。長期課題が深刻化する中、将来世代の
利益を考慮することができない既存の社会の仕組
みを前提として課題解決を図るのではなく、将来世
代への共感を生み出し、持続可能な意思決定や行
動を実現するための「新たな社会の仕組み」を取り
入れていくことが重要となる。

フューチャー・デザイン研究の観点においては、
仮想将来世代を含む新たな社会の仕組みの有効
性や頑健性のさらなる検証、これらが効果的に機
能するための諸条件の解明など、様 な々リサーチク
エスチョンが存在する。これらの課題に取り組む、
多様な専門分野の研究者の参画は、引き続き重要
テーマである。また、未来社会に関わる諸課題や長
期課題に取り組むための考え方やリタラシーを涵
養する「教育」の重要性は論を俟たない。筆者が所
属する大阪大学においても複数の大学と連携し、
フューチャー・デザインを応用した教育プログラム
の設計や実践を進めている。研究と教育、そして実
践を連動させつつ、将来世代に持続可能な社会を
引き継ぐための仕組みづくりとその社会実装が、今
後ますます重要になってくるだろう。■

《注》
1	 大阪大学大学院工学研究科テクノアリーナ「フュー

チャー・デザイン革新拠点」実践事例
	 https://www.cf i .eng.osaka-u.ac. jp/ fd-

research/practices
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